
市川市下⽔道事業経営戦略改定 〜令和7年3⽉策定予定〜 
計画期間（令和 7 年度〜令和 17 年度） 

１．経営戦略改定の概要 
経営戦略とは、公営企業が将来にわたり継続的かつ安定的な事業運営を⾏うために策定する、中⻑期的な経営の基本 

計画であり、本市では、令和２年３⽉に「市川市下⽔道事業経営戦略（以下経営戦略）」を策定している。 
本経営戦略は、策定時から 5 年が経過することから、事業の進捗状況の分析を⾏ったうえで、⼈⼝動向や更新費⽤などの

経営環境の変化を令和 7 年度以降の投資財政計画に反映し、実効性のある経営戦略として令和 6 年度に改定を⾏う。 

２．事業概要（令和５年末時点） 
〇事業の現況 

事業 施設区分 数量 備考 
下⽔道 管路施設 623km 

処理場 1 か所 菅野終末処理場 
ポンプ場 12 か所 菅野ポンプ場、真間ポンプ場、⼤和⽥ポンプ場 他 9 施設 

（市川南ポンプ場は、現在整備中） 
〇経営⽐較分析表を活⽤した現状分析 ※（）は令和 4 年度実績の類似団体平均 

経営の健全性  経常収⽀⽐率  99.28％（107.29％） 
経営の効率性  経費回収率率  97.86％（101.87％） 
⽼朽化の状況 管路⽼朽化率  10.19％ （12.40％） 

３．将来の事業環境 
〇⼈⼝、有収⽔量  本市の⼈⼝は、減少していくことが⾒込まれる。⼀⽅⽔洗化⼈⼝、有収⽔量は下⽔道整備の進捗に

伴い、令和 16 年度までは増加を⾒込むが、⻑期的には減少を⾒込んでいる。 
〇施設の⾒通し// / 未普及対策:下⽔道未整備地域の整備拡⼤による整備費⽤及び企業債元⾦、利⼦償還⾦の増⼤。 

⻑寿命化対策:令和 5 年度末管渠総延⻑の 623 キロメートルのうち、法定耐⽤年数 50 年を超え
た管渠は 63.51 キロメートルあり、今後も増加する⾒込み。菅野終末処理場も、法定耐⽤年数 50
年を経過しているため、⽼朽化の進⾏による更新費⽤の増⼤を⾒込む。 

 〇使⽤料の⾒通し  下⽔道整備拡⼤に伴い、下⽔道使⽤料は増加を⾒込むが、現⾏使⽤料⽔準では収⽀均衡は困難。 
A 〇外部環境       物価及び⾦利は上昇傾向であるため、維持管理費⽤及び利⼦償還⾦は増加傾向。 

改定のポイント   投資・財政計画の⾒直し ⇒ 投資試算 未普及対策事業費の⾒直し 
財源試算 計画期間内で収⽀均衡を図るため使⽤料改定の検討 

A  経費回収率向上に向けたロードマップの作成 

経営戦略 P.1〜3 

経営戦略 P.4〜7 

４．経営の基本⽅針 
(1) 基本理念、基本⽅針

(2) 事業内容
基本理念、基本⽅針に基づき下⽔道事業を計画的に運営するための事業内容を下記に⽰す。

事業名 事業内容 ⽬標 ⽬標年度 
未普及対策 

事業 
市街化区域の下⽔道未整備地域の整備を進める。 下⽔道普及率 97％ 令和 16 年度 

浸⽔対策 
事業 

整備優先区域に定めた、市川南地区および⾼⾕・⽥尻
地区の⾬⽔管渠やポンプ場の整備を進める。 

整備優先区域における 
・⾬⽔整備率 15%
・市川南ポンプ場整備率
100%

令和 17 年度 
令和８年度 

建替えを予定している⾏徳地域のポンプ場建替え事業を
進める。 

河原ポンプ場 建替完了 令和 14 年度 

総合地震 
対策事業 

下⽔道総合地震対策計画（中期計画）に基づき、 
分流地区の耐震化を実施する。 

計画対象管路の 
耐震化完了 

令和 7 年度 

⻑寿命化 
事業 

計画的かつ効率的に管理するため、 
「下⽔道ストックマネジメント計画」に基づき事業を 
進める。 

・管渠施設 改良率 80%
（真間・菅野処理区）
・処理場等 更新完了
・4 ポンプ場 更新完了

令和 17 年度 

令和 12 年度 
令和 17 年度 

経営基盤の 
構築 

持続可能な下⽔道経営の基盤を確⽴する。 
使⽤料を令和 10 年度、令和 14 年度に改定する。 

・経費回収率
100％以上を達成
・補てん財源の確保

令和 10 年度 

計画期間内 

(3) 使⽤料の改定計画について

【基本理念】「未来につながる下⽔道 うるおいとやすらぎのまちを⽬指して」
基本⽅針 1「安⼼な暮らしを⽀える下⽔道」 基本⽅針 2「快適な暮らしにつなげる下⽔道」
基本⽅針 3「未来に活きる下⽔道」

〇改定⽬標︓下⽔道使⽤料で必要経費を賄えるよう、事業の経費回収率を 100％とし、維持していくことを⽬標とする。 
A   ・毎年度において企業債の返済に充てるための資⾦が不⾜となることがないように、補てん財源がプラスであること

・下⽔道使⽤料単価を国の求める 150 円/㎥以上達成（令和 5 年度 146 円/㎥）
⇒計画期間内(令和 7 年度〜令和 17 年度)で収⽀均衡するものの、単年度で発⽣する不⾜分については「分流式

下⽔道等に要する経費」として繰⼊可能となる。
〇改定時期︓令和 10 年、令和 14 年 以降 4 年ごと 

＜改定時期について＞ 
・現況の物価⾼騰の影響等、市⺠⽣活への影響に⼗分配慮する必要があること。
・安定的な運営ができるように、補てん財源不⾜に陥ることがないこと。
・国の指針に基づき、5 年に 1 回以上の頻度で使⽤料改定の必要性の検討を⾏うこと。
⇒これらを考慮して次期改定を令和 10 年として計画に位置付ける。

＜4 年ごとの改定について＞ 
・使⽤料改定の効果の検証及び次期使⽤料改定率案の検討 （2 年）
・下⽔道事業審議会への諮問及び答申 （1 年）
・市川市下⽔道条例の改正及び市⺠周知 （1 年）

経営戦略 P.7 

経営戦略 P.5〜6 

経営戦略 P.7 



視点 項⽬
(1) 経常収⽀⽐率(%) 
(2) 累積⽋損⾦⽐率(%)
(3) 流動⽐率(%)
(4) 企業債残⾼対事業規模⽐率(%)
(5) 経費回収率(%) 
(6) 汚⽔処理原価(円) 
(7) 施設利⽤率(%)
(8) ⽔洗化率(%) 
(9) 有形固定資産減価償却率(%)
(10) 管路⽼朽化率(%)
(11) 管渠改善率(%)

1．経営の健全性

2．経営の効率性

3．⽼朽化の状況

　　　　　　　　　年度　　　
　　　項⽬

経営戦略
計画期間

実施⽬標の
進捗管理・分析 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

経営戦略の改定 ● ●

改定 改定
下⽔道使⽤料の適正化

経費回収率
⽬標︓令和10年度以降

　100％達成

下⽔道普及率
⽬標︓令和16年度　97％

R13 R14 R15 R16 R17

経営戦略

R7 R8 R9 R10 R11 R12

検討

算定期間 算定期間

検討 検討

100％を達成

97％達
成

市街化区域の下⽔道整備完了

事業名 ⽬標 ⽬標年限
未普及対策事業 下⽔道普及率　97％ 令和16年度

浸⽔対策事業

整備優先区域における
・⾬⽔整備率 15％
・ポンプ場整備率100%
・⾏徳地域のポンプ場の建替え 50％

令和17年度
令和８年度
令和14年度

総合地震対策事業 計画対象管路の耐震化完了 令和7年度

⻑寿命化事業
・管渠施設 改良率80%（真間・菅野処理区）
・処理場等　更新完了
・4ポンプ場　更新完了

令和17年度
令和12年度
令和17年度

経営基盤の構築 ・経費回収率 100％以上を達成
・補てん財源の確保

令和10年度
計画期間内

５．経費回収率の向上に向けたロードマップ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

国⼟交通省「下⽔道事業における収⽀構造の適正化に向けた取り組みの推進について」 
（令和 2 年 7 ⽉ 21 ⽇付国⽔下企第 34 号）に基づき作成。 
 
6．投資・財政計画（⼀部抜粋） 
⽐較検討のため、現⾏の使⽤料⽔準及び２パターンの改定案で試算した。（右図参照） 
 
 
※②③両⽅のケースを記載しているが、具体的な改定率は、今後の実際の下⽔道使⽤料改定を検討する際に 

決定することとし、本戦略では両⽅のケースを採⽤する。 
 
7．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項 

PDCA サイクルにより、3 年から 5 年ごとに検証、評価し、改定を⾏う。 
進捗管理は、経営の基本⽅針で設定した⽬標値及び経営指標を⽤いて、投資・財政計画（収⽀計画）と実績の乖離や 
その原因の検証・評価を⾏う。 
 

〇⽬標設定                                      〇経営指標 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

①現⾏の使⽤料⽔準維持 ②計画期間内の収⽀均衡達成 ③改定年度の収⽀均衡

経営戦略 P.11 

経営戦略 P.8〜10 

経営戦略 P.13 

①現⾏の使⽤料⽔準維持 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②計画期間内での収⽀均衡達成 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③改定年度での収⽀均衡達成 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※グラフに⽰す分流式とは「分流式下⽔道等に要する経費」の繰⼊状況を指す 


